






































































新型インフルエンザ等対策職員行動指針 【保健衛生部】

未発生期 海外発生期 国内発生早期 都内発生早期 都内感染期 小康期

（１）サーベイランス・情報収集

（２）情報提供・共有 ○関係団体・事業者等に新型インフルエンザ等に関する情報提供を行う
とともに、対応について意思統一を図る。【保健衛生部、各課】
○新型インフルエンザ等の発生時は区が区民や事業者に感染拡大防止
策の協力を求めること、政府が緊急事態を宣言した場合は、必要に応じ
て特措法に基づき不要不急の外出の自粛や施設の使用制限の要請等も
あり得ることを事前に周知し、理解を求める。【広報課、危機管理課、保
健衛生部】
○高齢者や外国人など様々な対象者を想定し、発生段階ごとの効果的
な広報内容、区の広報媒体、メディアの活用及び関係団体と連携した広
報の実施方法について事前に検討し、広報手段を整備する。特に、新型
インフルエンザ等の発生、都内での発生、政府の緊急事態宣言など、区
民への重要な情報については、事前に検討しておく。【危機管理課、保健
衛生部、広報課】
○新型インフルエンザ等対策会議の開催や通知等により、庁内の情報
共有を図り、災害対応と同様の緊急連絡体制を整備する。さらに、訓練
等を通じて区と都や他区、区と区民・事業者等との連携をより緊密にして
いく。【危機管理課、保健衛生部】
○新型インフルエンザ等の発生時及び政府が緊急事態宣言をした場合
の各課業務の具体的な対応及びその周知方法等を検討する。【各課】
○新型インフルエンザ等の発生時及び政府が緊急事態宣言をした場合
の施設の使用や催物の開催及び利用者への周知について検討する。
【各課】

○個人レベルでの感染予防策や、新型インフルエンザ等に感染したことが疑われる場合に医療機
関を受診する際の手順等についての周知を強化する。【広報課、保健衛生部】
○発生状況などＷＨＯや国の最新情報を、区のホームページやtwitterなどの広報媒体のほか関係
団体等の協力を得て、区民や事業者に情報提供し、発生地への渡航者や帰国者に注意喚起を行
う。【広報課、保健衛生部】
○区民及び事業者等に感染拡大防止策の協力を求めること、政府が緊急事態を宣言した場合は
必要に応じて特措法に基づき施設使用や催物の自粛要請、制限があり得ることを事前に周知し、
理解を求める。【広報課、危機管理課、保健衛生部】
○国内発生に備え、国・都等の情報を収集し、区の方針等を検討する。【危機管理課、保健衛生
部】
○政府が緊急事態を宣言した場合の具体的な対応及び対応の周知方法等を確認する。【各課】
○政府が緊急事態を宣言した場合の入所施設事業者、通所施設事業者、路上生活者自立支援セ
ンター事業者、訪問サービス事業者及び居宅介護支援事業所に対して、対策の確認を行う。【高齢
福祉課、障害福祉課、生活福祉課、介護保険課、保健衛生部】
○福祉関係の各施設及び事業者に対し情報提供を行なうとともに、対策マニュアルの確認、感染防
止に努めるよう要請する。【高齢福祉課、障害福祉課、介護保険課、保健衛生部】
○高齢者、障害者の方々に対し、町会、民生委員、話し合い員等を通じ情報提供と対応方法などを
周知する。【高齢福祉課、障害福祉課、保健衛生部】
○福祉関係の各施設・事業者及び地域包括支援センターに対し、情報提供を行なうとともに、対策
の確認及び感染防止に努めるよう要請する。【高齢福祉課、障害福祉課、介護保険課、保健衛生
部】
○私立及び国立学校、私立保育園・認証保育所等に都内感染期や政府の緊急事態宣言時の区の
対応の情報提供を行うとともに、準備を要請する。【総務課、保育課、保健衛生部】

○ 国内での新型インフルエンザ等の発生及び政府対策本部の
国内発生早期への対策の移行について、区民や事業者等及び
区施設利用者に周知し、感染予防策の励行を呼び掛ける。ま
た、発生状況など国の最新情報を関係団体等の協力を得て、事
業者等に情報提供する。【広報課、危機管理課、保健衛生部】
○ 関係団体・事業者等に感染予防、区の対応等の情報提供を
行うとともに、政府の緊急事態宣言時の対応準備を要請する。
【保健衛生部、各課】
○高齢者や障害者などの災害弱者に対して関係団体等を通じ
て感染予防、区の対応等の情報提供を行う。【高齢福祉課、障
害福祉課、保健衛生部】

○都内での新型インフルエンザ等の発生を発表し、感染拡大防止のために標準
予防策の励行を区民及び事業者等に呼び掛ける。国内での発生状況など最新
情報を関係団体等の協力を得て区民等に情報提供し、風評等による混乱防止を
図る。【広報課、危機管理課、保健衛生部】
○患者等の個人情報の取扱いについては、患者等の人権に十分配慮するととも
に、報道発表の際は誹謗中傷、風評被害を惹起しないよう留意し、混乱が生じる
ことのないよう留意する。【広報課、危機管理課、保健衛生部】
○関係団体等を通じ、事業者等に対してメール・ファクシミリ等により情報提供
し、職場での感染拡大防止策の徹底を依頼する。【保健衛生部】
○政府が緊急事態宣言をした場合は、施設の使用制限や催物の開催制限の要
請等もあり得ることを事前に周知する。【広報課、危機管理課、保健衛生部】
○文京区新型インフルエンザ等対策本部として情報を一元的に管理し、情報を
集約するとともに、ホームページやtwitter等を活用したリアルタイムの情報提供
を強化する。【広報課、危機管理課、保健衛生部】
○入所施設、通所施設、訪問サービス事業所の各事業者から、定期的に状況報
告を受け、必要な対応を検討する。【高齢福祉課、障害福祉課、生活福祉課、介
護保険課、保健衛生部】
○訪問サービス事業者等に対し、緊急性の高い利用者に対するサービスを維持
するよう要請する。【障害福祉課、介護保険課、保健衛生部】

○都内で新型インフルエンザ等の患者の接触歴が疫
学調査で追えなくなったことから、都内の対策を「都
内感染期」に切り替えること、流行の警戒を呼び掛
け、感染予防策の徹底、不要不急の外出や催物等
の自粛など、感染拡大防止策の一層の協力を呼び
掛ける。【危機管理課、保健衛生部、広報課】
○国内及び都内での発生状況や、医療機関の受診
のルールの変更など最新情報を区の広報媒体のほ
か、関係団体等の協力を得て、区民に情報提供し、
風評等による混乱防止を図る。【広報課、危機管理
課、保健衛生部】
○患者等の個人情報の取扱いについては、引き続
き、患者等の人権に十分配慮し、誹謗中傷、風評被
害を惹起しないよう留意する。【総務課、危機管理
課、保健衛生部】
○事業者に対して、事業者団体の連絡会の開催や、
ファクシミリ等により情報提供し、職場での感染拡大
防止策の徹底、利用者への感染予防の呼び掛け、
催物等の自粛等を呼び掛ける。【保健衛生部、各課】
○高齢者や障害者等に対しては、音声サービスや地
域での周知等、様々な媒体により情報提供を行う。
【福祉政策課、高齢福祉課、障害福祉課、保健衛生
部】

○都内の流行の終息を受け、対策を「小康
期」に切り替え、不要不急の外出や催物等
の自粛など感染拡大防止策を解除し、区民
生活及び経済活動の速やかな回復を、区
の広報媒体のほか、関係機関やメディアの
協力を得て、区民や事業者に呼び掛ける。
あわせて、第二波発生の可能性もあること
から、それに備えることも呼び掛ける。【広
報課、危機管理課、保健衛生部】
○事業者に対して、事業者団体の連絡会
の開催や、ファクシミリ等により情報提供
し、事業活動の速やかな回復を呼び掛け
る。【広報課、保健衛生部、各課】
○区の報道発表の「文京区新型インフルエ
ンザ等対策本部報」としての一元管理は、
区対策本部廃止とともに終了する。【広報
課、危機管理課、保健衛生部】

○区分１施設　 これまでの研究により感染リ
スクが高い施設
⇒ 特措法第45 条に基づき、使用制限も含め
て最優先で要請・指示し、その旨を公表する。
ア 学校（ウに掲げるものを除く。）
イ 保育所、介護老人保健施設その他これらに
類する通所又は短期間の入所により利用され
る福祉サービス又は保健医療サービスを提供
する施設（通所又は短期間の入所の用に供す
る部分に限る。）

○区分２施設 社会生活を維持する上で必要な施設
⇒ 特措法第24 条に基づき、使用制限以外の措置について協力
の要請を行う。
病院、食料品店（百貨店の食品売り場を含む。）、ドラッグストア、
銀行、工場、事務所、公共交通機関等

（３）区民相談 ○新型インフルエンザ等発生時の多様な相談に対応できるよう、発生段
階に応じた相談体制について事前に検討し、必要な準備を行う。【各課】
○臨時電話の設置、職種別の役割分担、保健医療に関する相談対応体
制等について事前に検討する。【保健衛生部】
○新型インフルエンザ等発生時に、区民からの相談に応じるため、コー
ルセンター（新型インフルエンザ相談センター）等を設置する準備を進め
る。【保健衛生部】

○事前に検討した相談対応体制に基づき、新型インフルエンザ相談センターを設置する。夜間・休
日の保健所閉庁時間帯においては都内保健所と共同で窓口を設置し、都・区・市保健所の職員が
輪番で対応する。【保健衛生部】
○区民に対し新型インフルエンザ相談センターの周知を徹底する。特に、発生早期に新型インフル
エンザの感染が疑われる患者が新型インフルエンザ相談センターを介さずに直接一般医療機関を
受診することがないよう、新型インフルエンザ相談センターの役割を含め、新型インフルエンザ専門
外来へとつなげる受診方法について、迅速かつ的確に周知する。【保健衛生部】

○ 引き続き、新型インフルエンザ相談センターにおいて、専門外
来の案内、保健医療に関する一般相談等に対応する。【保健衛
生部】
○保健医療に関する一般相談については、準備が整い次第、民
間のコールセンターに業務委託する。【保健衛生部】
○夜間・休日の保健所閉庁時間帯における都内保健所共同設
置の新型インフルエンザ相談センターについては、引き続き職
員を派遣し、輪番で対応するが、民間のコールセンターに委託
後は、専門外来の案内に特化した対応を行う。【保健衛生部】
○ 区民や事業者等からの問い合わせ等に対応するとともに、関
係部署に適切に誘導する。【各課】

○保育園、児童館、育成室、区立学校（園）等の臨時休業をはじめ、新型インフ
ルエンザ等の発生の影響が考えられる区の業務について、問い合わせへの対
応は各課が行う。【児童青少年課、保育課、学務課、教育指導課、各課】
○複数の問い合わせに一定程度は回答でき、適切な問い合わせ先を案内できる
よう、相談の多い問い合わせについては対応窓口一覧を作成し、ホームページ
に掲載して公表する。【広報課、各課】
○各課に寄せられた区民や事業者等からの相談内容を対策本部等で共有し、
必要な対策を講じる。【広報課、危機管理課、保健衛生部】
○新型インフルエンザ相談センターにおける対応を継続するが、都が作成する
相談業務のＱ＆Ａの準備が整い次第、保健医療に関する一般相談については、
民間のコールセンターに業務委託する。【保健衛生部】
○夜間・休日の保健所閉庁時間帯における都内保健所共同設置の新型インフ
ルエンザ相談センターについては、引き続き職員を派遣し、輪番で対応するが、
民間のコールセンターに委託後は、専門外来の案内に特化した対応を行う。【保
健衛生部】

○新型インフルエンザ相談センターにおける保健医
療に関する相談対応については引き続き、平日昼間
は区が委託する民間のコールセンターを中心に、休
日・夜間は都が民間のコールセンターへ委託し対応
する。　【保健衛生部】
○ 新型インフルエンザ専門外来の終了に伴い、新型
インフルエンザ相談センターは新型インフルエンザ専
門外来への振り分けを終了する。【保健衛生部】
○新型インフルエンザ等の発生により、イベントの開
催や施設の利用等が変更になったものについては、
区のホームページなどに情報を再掲して集約するな
ど、重要な情報発信は複数で行い、利用者への周知
を図る。【広報課、各課】
○ 区民からの相談について、都の相談体制の変更
や、区に寄せられる相談内容の変化を踏まえ、相談
体制を変更する。【広報課、各課】

○区が委託する民間のコールセンターを含
め、新型インフルエンザ相談センターは、状
況に応じて終了する。また、夜間休日の一
般相談も終了する。区は、通常業務におい
て区民等からの保健医療に関する一般相
談に対応する。【保健衛生部】
○相談件数の減少に伴い対応人員等を縮
小する。【各課】

○高齢者の短期入所、通所サービス事業者及
び民間の障害者施設事業者に対して、施設を
休止するよう要請する。【障害福祉課、介護保
険課、保健衛生部】

○福祉関係の各施設及び事業者に対し、従事職員の健康状
態の把握に努めるよう要請する【高齢福祉課、障害福祉
課、介護保険課、保健衛生部】

（４）感染拡大防止 ○マスク着用・咳エチケット・手洗い、人混みを避ける等の基本的な感染
予防策の普及を図る。【広報課、保健衛生部】
○感染が疑わしい場合は、新型インフルエンザ相談センターに連絡する
とともに、体調が思わしくない場合には外出を控えるなど、感染拡大防止
のための取組について理解促進を図る。【広報課、保健衛生部】
○各発生段階における個人や事業者に対する感染拡大防止策の実施
内容について、具体的な手順を定め、区民及び事業者等に周知し、理解
を求める。【保健衛生部、広報課】

○ 区内における新型インフルエンザ等の患者の発生に備え、感染症法に基づく患者への対応（入
院勧告措置等）や患者の家族・同居者等の濃厚接触者への対応（外出自粛要請、健康観察の実
施、有症時の対応指導等）の準備を進める。【保健衛生部】
○国内で発生以降、発生段階に応じて国の基本的対処方針や都の対応方針を踏まえ、事業者や
区民に対し、施設利用者への手洗い、発熱等の症状がある施設利用者の利用制限、催物や不要
不急の外出の自粛等の呼び掛けなど、必要に応じて感染拡大防止策の協力を求めることを周知す
る。【広報課、危機管理課、保健衛生部】
○必要に応じて、区内医療機関に個人防護具（ＰＰＥ）を配付する。【保健衛生部】

○マスク着用・咳エチケット・手洗い、人混みを避ける等の基本
的な感染予防策の普及を引き続き推進する。【保健衛生部】
○文京シビックセンターをはじめとする区の施設について、窓口
職員のマスク着用、消毒剤の設置、ポスターの掲出、出入口の
制限等、施設の感染対策を実施する。【施設管理課、各課】
○訪問サービス事業者に事業を継続するための体制確保につ
いて要請する。【介護保険課、高齢福祉課、障害福祉課、保健
衛生部】
○発生した道府県の感染者の重症度等を国や都から情報収集
し、都内発生後の区の感染拡大防止策の対応レベルを検討す
る。また、感染リスクが高い施設について、国や都の方針に基づ
き区の方針等を決定し、都内・区内発生時の対応を準備する。
【危機管理課、保健衛生部、各課】
○必要に応じて、区内医療機関に個人防護具（ＰＰＥ）を配付す
る。【保健衛生部】

○都からの要請及び対策本部の決定に基づき、区立高齢者通所施設や障害者
（地）通所施設の利用関係者に利用の自粛を要請する。あわせて、民間の事業
者に対して利用者への利用自粛を周知するよう依頼する。【障害福祉課、福祉セ
ンター、保健衛生部】
○都からの要請及び対策本部の決定に基づき、区民や事業者等に各課所管の
施設利用の自粛を要請する。【各課】
○区の施設及び区が主催する催物において、率先して、発熱等の症状がある人
の利用制限、マスク着用の徹底、施設の使用や催物の開催の制限や休止を行
う。施設の利用方法や催物の変更内容の周知を徹底し、一部のサービスが低下
することの理解と協力を依頼する。【広報課、危機管理課、保健衛生部、各課】
○区の関連団体及び区の施設内で業務を行う事業者に、各施設で行う感染拡大防止策の
協力を依頼する。【保健衛生部、施設管理課、広報課、各課】

○必要に応じて、区内医療機関に個人防護具（ＰＰＥ）を配付する。【保健衛生部】
○区内における新型インフルエンザ等患者の発生時において、感染症法に基づく患者へ
の対応（入院勧告措置等）や患者の家族・同居者等の濃厚接触者への対応（外出自粛要
請、抗インフルエンザウイルス薬の予防投与、健康観察の実施、有症時の対応指導等）を

行う。【保健衛生部】
○ 区民等に対し、マスク着用・咳エチケット・手洗い、人混みを避ける、時差出勤の実施等
の基本的な感染対策等を勧奨する。さらに、事業者に対し、当該感染症の症状が認められ
た従業員の健康管理・受診の勧奨及び職場における感染予防策の徹底を要請する。ま
た、国の情報や感染状況、都の対応を説明し、各事業者に感染拡大防止策の実施の協力
や、政府が緊急事態宣言をした場合に施設の使用や催物の制限があり得ることについて

事前に周知する。【広報課、危機管理課、保健衛生部】
○ 国の基本的対処方針等や感染状況を踏まえ、感染リスクが高い施設に対する感染拡
大防止策（発熱等の症状がある人の入場禁止、施設の使用制限及び休業）の協力を要請
する。また、区民に不要不急の外出の自粛を呼び掛ける。【広報課、保健衛生部】
○都からの要請及び対策本部の決定に基づき、高齢者の短期入所、通所サービス事業者
及び民間の障害者通所施設事業者に体調不良な方の利用制限を行なうよう要請する。
【高齢福祉課、障害福祉課、介護保険課、保健衛生部】

○区民及び事業者等に対し、マスク着用、咳エチケッ
ト、手洗い、人混みを避ける、時差出勤等の感染予
防策を強く勧奨するとともに、当該感染症の症状の
認められた従業員の健康管理・受診を勧奨する。【広
報課、保健衛生部、各課】
○集客施設の管理や催物を主催する事業者に、発
熱等の症状がある人の利用制限、マスク着用の徹
底、施設の使用や催物の開催の制限や自粛を呼び
掛ける。【広報課、保健衛生部、各課】
○これらの周知は、区が関係団体を通じて行うととも
に、ホームページやtwitter等を活用し、感染拡大防
止策を実施するよう呼び掛ける。【広報課、保健衛生
部、各課】
○区民にマスク着用、咳エチケット、手洗い等の徹底
や、不要不急の外出自粛を呼び掛け、感染拡大防止
を図る。また、感染による職員の不足により、様々な
サービスが平常時より低下することの理解と協力を
依頼する。【広報課、保健衛生部、各課】
○職員の通勤については、できる限り公共交通機関
の利用を避ける。【各課】

○流行の状況を踏まえ、感染拡大防止策
の要請を解除する。また、流行の第二波に
備えて、感染拡大防止策を見直し、改善に
努める。【危機管理課、保健衛生部、各課】

（５）予防接種

（６）医療

（７）区民生活及び経済活動の安定の確
保

○都や他区と連携し、火葬場の火葬能力及び一時的に遺体を安置でき
る施設等についての把握・検討を行い、火葬又は埋葬を円滑に行うため
の体制を整備する。【生活福祉課、戸籍住民課、保健衛生部、防災課】
○新型インフルエンザ等発生時に、対策実施職員及び医療従事者等が
使用する個人防護具（ＰＰＥ）について、備蓄計画を策定し、必要数を備
蓄する。備蓄場所については、庁舎内倉庫、医療機関内等、緊急時に対
応しやすい場所を検討する。また、個人防護具（ＰＰＥ）の着脱訓練を実
施し、必要時に速やかに使用できるよう準備を行う。【保健衛生部】

○高齢者や障害者等の要援護者への支援について、都内感染
期に備えた準備をする。【高齢福祉課、障害福祉課、保健衛生
部、文京清掃事務所】
○各高齢者・障害者対象の福祉サービス事業者、文社協等に
通所サービス等を休止した場合における緊急性の高い利用者
に対する対応の確認を行うよう要請する。【高齢福祉課、障害福
祉課、介護保険課、保健衛生部】

○ 町会、民生委員、話し合い員に、引き続き、地域の単身高齢者、高齢者のみ
の世帯、障害者について安否確認を要請する。【福祉政策課、高齢福祉課、障
害福祉課、保健衛生部】
○通所施設等に対し、施設の利用自粛要請により在宅となった利用者の状況に
ついて早急に電話確認を行なうよう要請する。【高齢福祉課、障害福祉課、介護
保険課、保健衛生部】
○遺体の一時収容所の確保及び適切な運用を検討する。【防災課、戸籍住民
課、生活福祉課、保健衛生部】

○区民生活を支える事業を継続できるよう、ＢＣＰ等
により、業務を実施する。【各課】
○ 国・都から行政手続上の申請期限の延長が通知
された場合は、速やかに周知し、区民の権利利益を
保護する。【各課】
○ 高齢者、障害者等の生活を支える訪問サービス
事業者等に事業維持を要請するとともに、各事業者
間の協働により人員体制を整備する。【福祉政策課、
障害福祉課、介護保険課、保健衛生部】
○都と連携し可能な限り火葬炉を稼動し、火葬する。
あわせて、事業者に対しても火葬炉の稼動を要請す
る。【防災課、戸籍住民課、生活福祉課、保健衛生
部】
○遺体が多数となるような状況の時には、一時保管
場所を確保するとともに適切な運用を図る。【防災
課、戸籍住民課、生活福祉課、保健衛生部】

（８）緊急事態宣言時の対応

緊急事態宣言時に都から具体的な要請があった場合は、区の対策本部の決定を受けて、下記のうちから必要な
対策を講じる。

 ２７ ページ














